
１　市民の住生活環境の向上のための調査研究事業（1,308,956円）

（１）高齢者等に対する生活支援策の調査研究（495,956円）

　　　他自治体の類似団体等に職員を派遣し、単身高齢者の見守りなどの支援をどのように実施

　　しているかの調査を行った。

（２）市有施設保全技術の向上に係る調査研究（813,000円）

　　　安全で使いやすい施設の改修や工法の改善、施工技術の向上を図るため、保全工事を実施

　　した施設（学校施設50件、一般市有施設７件）の管理者を対象に、アンケート調査を実施し

　　て要望や課題を把握し、調査・報告書類を作成した。また、それらの分析結果を基に施工業

　　者への改善指導を行い、次年度の工法改善資料として活用した。

２　市民の住生活環境向上に係る普及啓発事業（10,881,467円）

（１）市民の住生活環境向上のためのセミナー（2,782,793円）

　　　市民を対象に住生活向上等に係る今日的な話題をテーマにしたセミナーを開催した。

　　  29年度実績：年7回開催、1回につき平均60名の参加。

（２）「学校施設の維持管理について」講演会（2,350,772円）

　　　これまで培ったノウハウを活かして市立の小中高校を対象にした「施設維持管理マニュア

　　ル」を基に施設管理者に対しての講演会を開催し、施設管理に関する基本的な知識の普及啓

　　発を行った。

　　　29年度実績：講演会を1回実施し、市立小学校教頭32名の参加。

（３）住まいの相談窓口支援（3,304,808円）

　　　高齢者等へ広く市民へ住宅情報を提供するＮＰＯ法人への支援を継続実施した。

　　〔参考：29年度の相談受付件数は、934件〕

（４）市住ニュースの発行（2,443,094円）

　　　市営住宅入居者への情報等を提供し、快適で安全な生活を支援するため、年間6回定期的

　　に発行した。

　　　29年度実績：年6回発行、1回につき27,600部を作成し、全108団地の入居世帯及び42集会

　　所に配布し、併せてホームページへの掲載も行った。
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【実施事業等会計】



　札幌市からの受託事業として、市営住宅の維持管理業務及び市立学校を含む市有施設の保全

業務、市営住宅退去者が行う自己負担修繕を公社が代行修繕する自主事業、指定管理事業とし

て、豊平・清田・南・厚別の４区の市営住宅の随時修繕と市営住宅設備の保守管理業務を実施

した。

1　市営住宅管理事業

（１）札幌市から受託する市営住宅管理に関連する事業

29年度 28年度 増減 前年比

戸 戸 戸 ％

受　託　戸　数 27,062 27,133 △ 71 99.7

円 円 円 ％

受　託　金　額 1,960,689,671 1,513,430,017 447,259,654 129.6

業務名 金額

計画修繕

　排水管改修

　水道直圧化

　給湯設備改修

空住宅修繕

　入居者退去後の修繕の実施

新設団地管理

　新設団地の保守管理及び随時修繕

災害復旧

　火災等により損傷した施設の復旧

円 緊急対策

市営住宅修繕業務 1,401,558,068 　札幌市の指示による緊急的な業務

施設維持管理負担

　施設維持にかかる費用負担

共同施設整備

　集会所暖房設備更新

　ガス警報器交換等

改良店舗維持管理

　光星改良店舗の設備保守管理等

円

集会所等管理運営業務 226,950,234 集会所42箇所の管理運営業務等

円

入居者募集業務 59,695,672 新設、空家住宅の入居募集

円

家賃管理業務 80,810,033 家賃決定のための収入調査、家賃減免事務等

円

駐車場管理業務 115,724,480 駐車施設の整備、管理運営

円

市営住宅管理事業費　計 1,884,738,487

円

収納業務事業費 39,739,390 家賃滞納者を対象に納付督励や指導

【その他会計】

内容



（２）市営住宅退去者が行う自己負担修繕を公社が代行修繕する事業

29年度 増減 前年比

円 円 円 ％

利 便 供 与 事 業 費 60,118,878 7,549,716 114.4

件 件 件 ％

退 去 件 数 1,271 1,190 81 106.8

円 円 円 ％

１件当たり工事費 47,300 44,176 3,124 107.1

２　施設保全事業

　　札幌市から受託する施設保全に関連する事業

（１）学校施設保全業務

　 （対象：幼稚園8園、小学校202校、中学校98校、高等学校7校、特別支援学校4校）

業務名 金額 件数

円 件 随時小破修繕、プール設備修繕、

施設改修等整備業務 2,252,266,853 912 不足教室整備、煙突改修等

円 件 プール設備保全、電気暖房設備保全、

学校施設保守点検業務 627,119,150 368 小荷物専用昇降機保守等

円 件 大型遊具設置工事、フェンス改修、

用地整備業務 80,488,080 20 グラウンド整備等

円 件

計 2,959,874,083 1,300

学校施設の建築基準法に基づく定期点

定期点検業務 業務費は下記の 一式 検及び外壁調査の実施

事務人件費に含む 学校施設の長寿命化を図るための保全

ﾌｧｼﾘﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ支援業務 一式 計画及び施設整備計画等の策定

（２）一般部局施設保全業務

対象施設 金額 件数 内容

円 件 市有建築物の保全改修に係る設計、工

区役所庁舎等 1,365,233,033 176 事、工事監理、設備の保守整備

円

事務人件費 247,805,447

円

施設保全事業費　計 4,572,912,563

28年度

52,569,162

内容



３　指定管理事業

（１）指定管理C事業

　　　札幌市との協定に基づく豊平区、清田区及び南区（Cブロック）の市営住宅の修繕・保守

に関する事業

　　①　市営住宅及び共同施設、駐車場の修繕業務

　　①　市営住宅及び共同施設、駐車場の修繕業務業務名 金額 件数

円 件

随時修繕 42,834,072 1,218 随時に発生した小破修繕業務

円 件

災害対策 0 0

円 件 共同施設の小破修繕、樹木管理、集会

共同施設修繕 13,602,558 103 所補修、集会所廻りの除排雪や草刈

円 件 非常用照明設備・バッテリー交換、遊具

整備 17,830,384 70 管理、地盤補修、要望処理

円 件

計 74,267,014 1,391

　　②　市営住宅設備の保守管理業務

業務名 金額

円 台

給湯暖房機保全 2,144,232 312 ガス給湯及び暖房設備の保守

円 棟

昇降機保全 18,772,992 27 エレベーター設備の保守

円 団地

消防用設備保全 14,108,040 25 消防用設備の点検

円 棟

テレビ共聴装置保全 9,720 1 市営住宅のテレビ共聴装置の保守

円 地区

テレビ電波障害保全 574,560 9 市営住宅周辺の電波障害対策設備の保守

円 施設

飲料用タンク保全 5,681,880 22 飲料用タンクの点検・清掃

円 棟 給水設備・消防設備・昇降機設備等の

遠方監視 8,165,880 29 異常遠隔監視

円 施設

給水施設保全 1,521,720 36 給水施設の保守

円 緊急連絡センター業務、建築設備定期

その他 2,461,320 - 点検業務

円

計 53,440,344

円

事務人件費 16,870,190

円

指定管理C事業　計 144,577,548

内容

内容



（２）指定管理D事業

　　　札幌市との協定に基づく厚別区（Dブロック）の市営住宅の修繕・保守に関する事業

　　①　市営住宅及び共同施設、駐車場の修繕業務

　　①　市営住宅及び共同施設、駐車場の修繕業務業務名 金額 件数

円 件

随時修繕 73,225,568 2,129 随時に発生した小破修繕業務

円 件

災害対策 375,191 7 火災に伴う応急措置

円 件

共用負担 19,686,927 3 もみじ台団地の空住宅暖房料金負担金

円 件 共同施設の小破修繕、樹木管理、集会

共同施設修繕 37,912,050 176 所補修、集会所廻りの除排雪や草刈

円 件 非常用照明設備・バッテリー交換、遊具

整備 39,032,324 81 管理、地盤補修、要望処理

円 件

計 170,232,060 2,396

　　②　市営住宅設備の保守管理業務

業務名 金額

円 台

給湯暖房機保全 5,002,992 728 ガス給湯及び暖房設備の保守

円 棟

昇降機保全 31,054,644 44 エレベーター設備の保守

円 団地

消防用設備保全 30,317,760 4 消防用設備の点検

円 棟

テレビ共聴装置保全 128,520 16 市営住宅のテレビ共聴装置の保守

円 団地 もみじ台団地、新さっぽろ団地の地域

地域暖房設備保全 11,589,814 2 暖房設備保守

円 施設

飲料用タンク保全 2,193,480 7 飲料用タンクの点検・清掃

円 棟 給水設備・消防設備・昇降機設備等の

遠方監視 11,028,960 47 異常遠隔監視

円 施設

給水施設保全 2,214,000 35 給水施設の保守

円 緊急連絡センター業務、建築設備定期

その他 5,236,920 - 点検業務

円

計 98,767,090

円

事務人件費 29,539,264

円

指定管理D事業　計 298,538,414

内容

内容



事業報告の附属明細書

　平成29年度事業報告には、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則第34条第3

項に規定する「事業報告の内容を補足する重要な事項」に該当する事項がないため、附属明細

書は作成しない。


